

























































































品同年度 21,22 23,24 
食 料 39 20 
石 炭 40 19 
欽 鋼 12 30 
BE 料 6 23 











S，同年度 21 22 23 
石 炭 17.0 35.0 38. l 
鉄 鋼 4.9 2.9 2.3 
I巴 料 9.4 6.0 3.1 
電 力 5.0 4.7 27.0 
海 運 1. 0 2.2 4.8 
船 舶 2.5 9.4 




















































































石 炭 32 
電 力 50 
鉄 鋼 65 
化 点寸＂与与 91 
機 械 63 
繊 維 126 
主主主を皮 24 25 
電 力 41 30 
海 運 34 38 
石 炭 15 7 
鉄 鋼 6 2 
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表 5 開銀融資業種別種目 ~lj貸出残高の伸び
業 種 41年末 46年末 （官官ヰ）
《全企業》 181 335 
（電力） 119 132 
（海運） 191 381 
（石炭） 211 234 
（製造業） 290 689 
と 化合繊 354 1,926 く
にその他の繊維 1,026 1,082 
大 有機化学 335 720 き
く 非鉄金属 480 3,101 
仲び 電 機 546 1,943 
た 自動車・同部品 672 1,668 













































































































































































区分 陸路 要因 政策手段
1. 基本的エネJ同ー 食料 復金融資 経済的封鎖
S20～23 （石炭〉 補給金
2. 機械設備 貿易再開 GHQ主導






5. 道路，鉄道，工 地繊格差 財政投融資 貿易自由化
S36～40 業用水・用地 環境



























































17.拙稿 f日本における新規産業育成政策のメカニズムJ（九大）『経済論究』 65号， 19
86年7月， 144-148頁では石油化学工業について，この過程を分析した。
Wおわりにー低成長期，産業構造調整期についてー
昭和46年に産構審が答申した「70年代の通商産業政策」（1)は，「成長活用型」の
政策運営を打ち出し，政府の役割として物価・環境問題への対応や消費者保
護，生活関連の社会資本の充実や労働環境改善を挙げるなど，後発国故の日本
的産業政策から先進国型の経済政策への変化を容認したものと考えられる。こ
こで提唱された「知識集約化」も，対先進国キャッチ・アップから創造的な技
術開発への転換と解釈し得る。
しかし，その後二度にわたって訪れた石、油危機は，再び政府の役割を拡大し
たようである。省エネ・代替エネルギ一対策を初め，「構造不況」といわれた素
材産業の再活性化や社会低摩擦を軽減しつつの縮小合理化，自動車など成長産
業の対外摩擦軽減，そして新たな成長が期待される情報産業の育成等である。
これらはもはや後発国特有の問題とは言えないが，それまでに形成された政策
機構が随所に活用されている。またエネルギーや国産技術開発，産業構造のバ
ランス確保にみられた安全保障の理念は，通産官僚のナショナリズ.flとも符号
していた。
ところが昭和60年代の急速な円高以降になると， 50年代にみられた産業構造
のパランス維持のための政策的支援という理念は姿を消し，政府・通産省は市
??
807 
場メカニズムによる産業構造調整を完全に容認したようである。経済・産業発
展による内外環境の変化に伴い，既存の政策の見直しを迫られ，新たな理念を
摸索するものの一層の環境変化に押し流されるという点では，現在は Il-6の
時期に類似している。しかし衰退産業・地域の範囲は遥かに広範であり，逆に
経済成長によるパイの拡大は少ない。海外生産は増加し，資本蓄積とナショナ
リズムは両立困難になりつつある。
資本蓄積陸路打開を基本に国民経済のパイを増やし，社会的摩擦にも配慮す
るという，これまでの産業政策の構造は維持困難であろう。かと言って，市場
機構による淘汰と社会保障による救済という英米流の方法では，衰退産業・地
域の社会的摩擦は余りに大きい。既存の産業政策を継承するなら，成長部門の
陸路打開に政策を集中し，できるだけパイを拡大して余力ができれば衰退部門
を援助するとし寸方法が有力だろう。しかし一方で，雪崩的な産業構造調整を
緩和し，成長至上の理念を転換して社会的摩擦軽減に重点を移行し，後発国独
自の政策機構と政府・企業関係を生かして衰退産業・地域の再活性化に力を注
ぐ、という選択もあり得るのではないだろうか。
（注〕
1.昭和46年5月，産業構造審議会中問答申。
2.ソフトウェアを含めた「情報産業j育成という意味で，それまでのコンピューター
産業育成から一段進んだものと言えよう。
3.無論これは通産官僚に限らない。通信行政における運輸官僚のナショナリズムは通
産省以上であろう。
4.一例を挙げれば，新鋭工場の旧企業城下町への再立地促進などが考えられよう。
? ?
